
○白井市戸建住宅耐震診断補助金交付要綱 

平成２３年５月２７日 

告示第７０号 

（趣旨） 

第１条 市長は、戸建住宅の耐震診断を行う者に対し、当該耐震診断に要する費用の一部に

ついて、予算の範囲内において白井市補助金等交付規則（平成元年規則第１０号）及びこ

の要綱に基づき補助金を交付する。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 戸建住宅 市内に現存する一戸建ての専用住宅又は併用住宅（居住の用に供する部分

の延べ床面積の占める割合が、全体延べ床面積の２分の１以上のものに限る。）をいう。 

(2) 耐震診断士 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第１項に規定する建築士

で、都道府県が行う木造建築物の耐震診断に関する講習会若しくはこれと同等のもので

あると市長が認めた講習会を修了したもの又は同項に規定する建築士（１級建築士又は

２級建築士に限る。）であって、都道府県が行う鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンク

リート造に係る耐震診断講習会若しくはこれと同等のものであると市長が認めた講習会

を修了したものをいう。 

(3) 耐震診断 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号）第４条

第１項の規定により国土交通大臣が定めた建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図る

ための基本的な方針（平成１８年国土交通省告示第１８４号）に定める方法又は国土交

通大臣がこれと同等以上の効力を有すると認める方法によって耐震診断士が行う耐震診

断をいう。 

（補助対象住宅） 

第３条 補助金の交付の対象となる戸建住宅（以下「補助対象住宅」という。）は、次の各

号のいずれにも該当するものとする。 

(1) 主要構造部（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第５号に規定する主要

構造部をいう。）が木材であって、在来軸組構法若しくは枠組壁構法により建築された

もの又は鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造若しくは鉄骨造であるもの（丸

太組構法、建築基準法の一部を改正する法律（平成１０年法律第１００号）第３条の規

定による改正前の建築基準法第３８条の規定に基づく認定工法及び型式適合認定による



プレハブ工法の住宅を除く。） 

(2) 地上階数が３以下のもの 

(3) 昭和５６年６月１日以降に工事に着手して新築、増築、改築又は移転されていないも

の 

(4) 居住の実態があるもの 

(5) 過去に耐震診断に関して市から補助金を受けていないもの 

(6) 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）並びに建築基準法第６条第１項及び同法第

３章の規定に違反していないもの 

(7) 市が行う無料耐震診断を受け、合計評点が７点以下のもの若しくは無料耐震診断の相

談員が耐震診断を必要と認めるもの又は耐震診断士が耐震診断を必要と認めるもの（木

造の戸建住宅に限る。） 

（一部改正〔令和８年告示２９号〕） 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者は、次の各号のいずれにも該当するものとす

る。 

(1) 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第６条の規定による住民基本台帳に記載

されているもの 

(2) 補助対象住宅の所有者（共有の場合にあっては共有者によって合意された代表者）で

あって、市税を完納しているもの 

(3) 補助対象住宅を他の者に賃貸していないもの 

（一部改正〔平成２４年告示８４号〕） 

（補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、耐震診断に要する費用に３分の２を乗じて得た額（その額に１，０

００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とする。ただし、その額が７万

円を超えるときは７万円を限度とする。 

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、耐震診断に係る

契約を締結する前に、白井市戸建住宅耐震診断補助金交付申請書（別記第１号様式）に次

に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

(1) 市が行う無料耐震診断の結果表又は耐震診断士が耐震診断の必要性を示した書類（木

造の戸建住宅に限る。） 



(2) 補助対象住宅の登記事項証明書 

(3) 耐震診断に要する費用の見積書の写し 

(4) 耐震診断を行う者が構造に応じた耐震診断士であることを証するものの写し 

(5) 補助対象住宅の建築確認通知書の写し 

(6) 市税を完納していることを証する書類 

(7) 第４条第１号に該当することを証する書類 

(8) 案内図 

(9) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による申請は、補助金の交付を受けようとする年度の１１月末日までに行わ

なければならない。 

（一部改正〔令和８年告示２９号〕） 

（交付の決定） 

第７条 市長は、前条第１項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当で

あると認めたときは、白井市戸建住宅耐震診断補助金交付決定通知書（別記第２号様式）

により申請者に通知するものとする。 

（一部改正〔令和８年告示２９号〕） 

（申請内容の変更又は中止） 

第８条 前条に規定する交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、申請の内

容に変更が生じたとき又は耐震診断を中止しようとするときは、白井市戸建住宅耐震診断

補助金変更・中止承認申請書（別記第３号様式）を市長に提出し、承認を受けなければな

らない。ただし、交付申請内容の変更で、事業目的や補助金の額に変更を生じない軽微な

変更の場合はこの限りでない。 

２ 交付決定者は、前項の規定による変更の承認を受けるときは、同項に規定する申請書に

第６条第１項各号に規定する書類のうち変更に係るものを添付しなければならない。 

３ 市長は、第１項の申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、白井

市戸建住宅耐震診断補助金変更・中止承認通知書（別記第４号様式）により交付決定者に

通知するものとする。 

（一部改正〔令和８年告示２９号〕） 

（実績報告） 

第９条 交付決定者は、耐震診断が完了したときは白井市戸建住宅耐震診断補助金実績報告

書（別記第５号様式）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければならない。 



(1) 耐震診断報告書の写し 

(2) 現地調査の写真その他関係資料 

(3) 耐震診断に係る契約書の写し 

(4) 耐震診断に要した費用の領収書の写し 

(5) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項に規定する実績報告書は、第７条に規定する通知があった日から９０日を経過する

日又は当該通知があった日の属する年度の１月末日のいずれか早い日までに提出しなけれ

ばならない。 

（額の確定） 

第１０条 市長は、前条第１項の規定による実績報告があったときは、その内容を審査し、

適当と認めたときは、白井市戸建住宅耐震診断補助金交付確定通知書（別記第６号様式）

により交付決定者に通知するものとする。 

（交付の請求） 

第１１条 前条の規定による確定通知を受けた交付決定者は、白井市戸建住宅耐震診断補助

金交付請求書（別記第７号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する請求書は、前条に規定する通知があった日の属する年度の３月末日まで

に提出しなければならない。 

（交付決定の取消し） 

第１２条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の

交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) この要綱の規定に違反したとき。 

(2) 虚偽その他不正の手段により補助金の交付の決定又は交付を受けたことが明らかにな

ったとき。 

２ 市長は、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すときは、白井市戸建住宅耐震診

断補助金交付決定取消通知書（別記第８号様式）により行うものとする。 

（補助金の返還） 

第１３条 市長は、前条第１項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、

当該取消しに係る部分に関し既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その全

部又は一部の返還を命じるものとする。 

２ 前項の返還命令は、白井市戸建住宅耐震診断補助金返還命令書（別記第９号様式）によ

り行うものとする。 



（補則） 

第１４条 この要綱に定めるものほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この告示は、平成２３年６月１日から施行する。 

附 則（平成２４年告示第８４号） 

この告示は、平成２４年７月９日から施行する。 

附 則（令和３年告示第５５号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行前に、改正前のそれぞれの告示の規定により調製した用紙は、この告示

の施行後においても、当分の間、所要の調整をして使用することができる。 

附 則（令和８年告示第２９号） 

この告示は、令和８年４月１日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



別記第１号様式（第６条関係） 

（一部改正〔令和３年告示５５号〕） 

第２号様式（第７条関係） 

第３号様式（第８条第１項関係） 

（一部改正〔令和３年告示５５号〕） 

第４号様式（第８条第３項関係） 

第５号様式（第９条第１項関係） 

（一部改正〔令和３年告示５５号〕） 

第６号様式（第１０条関係） 

第７号様式（第１１条第１項関係） 

（一部改正〔令和３年告示５５号〕） 

第８号様式（第１２条第２項関係） 

第９号様式（第１３条第２項関係） 

 


